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長崎県管理河川減災協議会設立の背景

Ｈ２７年 関東・東北豪雨災害
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長崎県管理河川減災協議会設立の背景

2



長崎県管理河川減災協議会設立の背景
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多様な関係機関（県、市町等）が連携



長崎県管理河川減災協議会の経緯
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協議会の経緯
■平成29年5月23日 第1回長崎県管理河川流域減災対策協議会 幹事会

■平成29年6月5日 第1回長崎県管理河川流域減災対策協議会 （協議会設立）

■平成29年6月19日 水防法改正

■平成30年3月5日 第2回長崎県管理河川流域減災対策協議会 幹事会

■平成30年3月23日 第2回長崎県管理河川流域大規模氾濫減災協議会

（水防法改正対応の名称変更） （取組（案）策定）

（第3回～第7回幹事会）

■令和3年6月1日 第8回長崎県管理河川流域大規模氾濫減災協議会 幹事会

・・・

■令和7年1月16日 令和6年度長崎県管理河川流域大規模氾濫減災協議会 幹事会

■令和7年2月13日 令和6年度長崎県管理河川流域大規模氾濫減災協議会

（第1期成果確認） （第2期取組方針策定）

（協議会の名称変更）

■令和7年6月3日 令和7年度長崎県管理河川減災協議会 幹事会



■５年間の取組方針（令和7年度～令和11年度）

■取組方針を支える３つの柱

事前の防災・減災対策により、いかなる災害が発生しようとも、

人命などが守られるべく

「災害に強く、命を守る地域防災力の向上」を目指す。

１．住民の防災意識の向上

事前に防災に対する意識付けをすることにより、住民が自ら避難行動を起こせるよ
う、洪水浸水想定区域や指定緊急避難場所の共有、防災教育・訓練の実施。

※平常時に行う事前の情報共有を想定

２．確実な情報提供・避難の実現

住民の生命財産を守るため、初動体制や防災情報の収集・伝達体制を確保し、的
確な防災情報の提供や避難指示の判断が行える仕組みを構築。

※出水中の情報収集・情報共有を想定

３．社会経済被害の最小化

住民の避難場所、避難経路の整備、水防体制の強化を目指すための取組を実施。

※平常時に行う事前の仕組みづくり（情報関連を除く）を想定

長崎県管理河川減災協議会の取組方針 第2期
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長崎県管理河川減災協議会
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今後の開催方針
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毎年度少なくとも１回は開催

市長・町長レベルの会議であるため、
・取組方針の策定や変更を行う場合、
・５カ年期末で取組の成果確認などの節目、
・大規模な水災害が発生した後で大局的な議論を行う必要がある場合
などに開催
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